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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第60期

第１四半期連結
累計期間

第61期
第１四半期連結
累計期間

第60期 　

会計期間

自平成24年
４月１日
至平成24年
６月30日

自平成25年
４月１日
至平成25年
６月30日

自平成24年
４月１日
至平成25年
３月31日

　　

売上高（百万円） 4,159 3,709 17,106 　

経常利益（損失△）（百万円） △132 33 133 　

四半期（当期）純利益（純損失

△）（百万円）
△128 11 13 　

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
△223 101 145 　

純資産額（百万円） 21,038 21,423 21,407 　

総資産額（百万円） 27,553 27,328 27,439 　

１株当たり四半期（当期）純利益

（純損失△）（円）
△4.51　 0.40 0.46 　

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円）
－ － － 　

自己資本比率（％） 76.35 78.39 78.01 　

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載していな

い。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

　

２【事業の内容】

　当第1四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。また、前事業年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについての重要な変更はない。　　　

 

２【経営上の重要な契約等】

　特記事項なし。 
 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況　

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、金融政策の転換、経済政策への期待感から円高是正、株価回復

を伴って、穏やかに持ち直しの傾向が見られる一方、円安による原材料輸入価格の上昇等により国内景気は先行き

不透明感が続く状況にあった。

　この間、建設業界においては前述の緊急経済対策が実行に移り、公共事業予算も前年同期比15％増となり、景気押

し上げの要因ともなっている。しかしながら、公共工事が拡大基調にあるものの、労働者の不足や建設資材の高騰等

により依然として厳しい状況にある。

　かかるなか、当社グループにおいては、新中期３ヶ年計画の最大のテーマである、受注の拡大と収益力の改善を目

標として、具体的施策①「選択と集中による受注拡大」、②「収益力の向上」、③「事業領域の拡大」の実現に向け

て取組んでいる。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の業績としては、売上高37億9百万円（前年同四半期比4億49百万円減）、営

業損失1億63百万円（前年同四半期は76百万円損失）、経常利益33百万円（前年同四半期は1億32百万円の損失）、

四半期純利益は11百万円（前年同四半期は1億28百万円の損失）となった。なお、当グループとしては、業績の管理

については年度末の業績を主眼としている。　
　
　セグメントの業績は、次のとおりである。　

（建設工事）　　

　売上高は34億33百万円（前年同四半期比6億51百万円減）、営業損失は1億94百万円（前年同四半期は95百万円の損

失）となった。

（建設コンサル・地質調査等）　　　

　売上高は2億76百万円（前年同四半期比2億1百万円増）、営業利益は30百万円（前年同四半期比11百万円増）となっ

た。
　
(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題　

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。
 

(3）研究開発活動　

（建設工事）

　当第1四半期連結累計期間における研究開発費は5百万円であり、当社グループの研究開発活動の状況に重要な

変更はない。

　　　　　

　なお、連結子会社においては、研究開発活動は特段行われていない。　

　

（建設コンサル・地質調査等）

　研究開発活動は特段行われていない。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 86,853,100

計 86,853,100

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成25年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 30,846,400 同左
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 30,846,400 同左 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。 

 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成25年４月1日～

平成25年６月30日
－ 30,846,400－ 5,907,978－ 5,512,143

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしている。

①【発行済株式】

 平成25年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式  2,276,600 －    単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 　普通株式 28,464,400 284,644　       同上

単元未満株式 　普通株式    105,400 － －

発行済株式総数 30,846,400 － －

総株主の議決権 － 284,644 －

　（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、1,700株（議決権の数17個）含まれて

いる。

 

②【自己株式等】

 平成25年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　日本基礎技術㈱
　大阪市北区松ケ枝町６　

番22号
2,276,600－ 2,276,600 7.3

計 － 2,276,600－ 2,276,600 7.3

　   
　

２【役員の状況】

該当事項はない。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年　内閣府

令第64号。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平成

25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について優成監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,437,822 6,421,739

受取手形・完成工事未収入金等 ※2
 5,095,621

※2
 5,032,034

有価証券 2,296,044 2,508,156

未成工事支出金 760,137 1,508,736

材料貯蔵品 75,714 75,374

その他 256,506 219,579

貸倒引当金 △12,004 △11,804

流動資産合計 15,909,841 15,753,817

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 1,298,576 1,291,405

土地 2,611,528 2,620,518

建設仮勘定 43,695 47,470

その他（純額） 1,100,926 1,105,808

有形固定資産合計 5,054,727 5,065,203

無形固定資産

のれん 173,411 162,573

その他 152,239 151,950

無形固定資産合計 325,651 314,523

投資その他の資産

投資有価証券 4,939,658 5,014,992

その他 1,279,037 1,248,854

貸倒引当金 △69,157 △69,157

投資その他の資産合計 6,149,539 6,194,689

固定資産合計 11,529,917 11,574,416

資産合計 27,439,759 27,328,233

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 ※2
 3,459,551

※2
 3,653,250

未払法人税等 85,509 40,256

未成工事受入金 280,877 326,139

完成工事補償引当金 26,000 25,000

賞与引当金 97,400 43,420

工事損失引当金 113,753 140,262

その他 ※2
 854,739

※2
 580,203

流動負債合計 4,917,833 4,808,531

固定負債

退職給付引当金 618,175 618,978

その他 496,015 477,161

固定負債合計 1,114,190 1,096,139

負債合計 6,032,023 5,904,671

EDINET提出書類

日本基礎技術株式会社(E00204)

四半期報告書

 7/15



（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,907,978 5,907,978

資本剰余金 5,512,143 5,512,143

利益剰余金 13,177,940 13,103,750

自己株式 △885,567 △885,634

株主資本合計 23,712,494 23,638,238

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 77,627 134,371

土地再評価差額金 △2,318,125 △2,318,125

為替換算調整勘定 △64,260 △30,921

その他の包括利益累計額合計 △2,304,759 △2,214,676

純資産合計 21,407,735 21,423,562

負債純資産合計 27,439,759 27,328,233
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

売上高

完成工事高 4,159,445 3,709,559

売上原価

完成工事原価 3,646,890 3,335,468

売上総利益

完成工事総利益 512,554 374,090

販売費及び一般管理費 588,883 537,979

営業損失（△） △76,328 △163,888

営業外収益

受取利息 15,040 15,638

為替差益 － 158,871

その他 33,824 24,925

営業外収益合計 48,864 199,435

営業外費用

支払利息 1,351 1,066

為替差損 103,474 －

その他 379 489

営業外費用合計 105,205 1,555

経常利益又は経常損失（△） △132,670 33,990

特別利益

投資有価証券売却益 － 2,070

特別利益合計 － 2,070

特別損失

投資有価証券評価損 2,988 －

減損損失 － 4,699

特別損失合計 2,988 4,699

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△135,658 31,361

法人税、住民税及び事業税 12,058 23,647

法人税等調整額 △18,723 △3,806

法人税等合計 △6,665 19,841

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△128,993 11,519

四半期純利益又は四半期純損失（△） △128,993 11,519
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△128,993 11,519

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △101,118 56,744

為替換算調整勘定 6,628 33,338

その他の包括利益合計 △94,489 90,083

四半期包括利益 △223,483 101,603

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △223,483 101,603

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　１　手形割引高及び裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）

受取手形割引高 　89,270千円 41,950千円

受取手形裏書譲渡高 73,943 60,007

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしている。なお、当四半

期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会計期

間末日残高に含まれている。

　
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当第1四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）

受取手形 58,490千円 63,779千円

支払手形

営業外支払手形（流動負債その他）　

　531,582

29,592　　

417,756

8,574　

　　

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日）

  当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、契約により工事の完成引渡しが、第4四半期連結会計期間

に集中しているため、第1四半期連結会計期間から第3四半期連結会計期間における売上高に比べ第4四半期連結

会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動がある。

　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第1四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フローは作成していない。なお、第1四半期連結累計期間に係る

減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとおりである。　　

　

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日）

減価償却費 100,638千円 102,874千円

のれんの償却額 10,838 10,838

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年6月28日

定時株主総会
普通株式 85,711 3.0平成24年3月31日平成24年6月29日 利益剰余金

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年6月27日

定時株主総会
普通株式 85,709 3.0平成25年3月31日平成25年6月28日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

1.　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      （単位：千円）

　

報告セグメント 四半期連結損

益計算書計上

額
建設工事　

調査・コンサル等

　
計

売上高 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 4,085,056 74,3884,159,4454,159,445

  セグメント間の内部

　売上高又は振替高

　

―　

　

―　

　

―　

　

―　

計 4,085,056 74,3884,159,4454,159,445

セグメント利益又は損失

（△）
△95,633 19,304△76,328△76,328

　（注）セグメント利益又は損失（△）の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致している。　  　　　

　　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

1.　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      （単位：千円）

　

報告セグメント 四半期連結損

益計算書計上

額
建設工事　

調査・コンサル等

　
計

売上高 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 3,433,241 276,3173,709,5593,709,559

  セグメント間の内部

　売上高又は振替高

　

―　　

　

―　　

　

―　　

　

―　　

計 3,433,241 276,3173,709,5593,709,559

セグメント利益又は損失

（△）
△194,367 30,478△163,888△163,888

　（注）セグメント利益又は損失（△）の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致している。

　

　 ２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　　「建設工事」セグメントにおいて、固定資産の減損損失を計上している。なお、当該減損損失の計上額は、

　　　　当第１四半期連結累計期間において4,699千円である。　　　

　　

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失（△） △4.51円 0.40円

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △128,993 11,519

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△128,993 11,519

普通株式の期中平均株式数（株） 28,570,332 28,569,597

　（注）潜在株式調整後1株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

（重要な後発事象）

該当事項なし。
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２【その他】

　　　該当事項なし。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年8月12日

日本基礎技術株式会社

取締役会　御中

　　　　

　優成監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 　加藤　善孝　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 　本間　洋一　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本基礎技術株式会
社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平
成25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連結
財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期
レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任　
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結
論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して
四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、
分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論　
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本基礎技術株式会社及び連結子会社の平成25年６月30日現在の財政状
態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての
重要な点において認められなかった。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

している。

２．四半期連結財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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